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Eメール        keieisoudan@tcsw.tvac.or.jp
身寄りのいない利用者の成年後見人等の選任
都内の知的障害者グループホームから、東社協福祉施設経営相談室に対し、次のようなご相談をいただいております。

「身寄りのいない、判断能力が低下してきた利用者が相当額の資産を保有している場合において、葬祭はホームが行うこととして、日用品費の請求、遺留金品の処理の方法について、どのように進めたらよいのか。成年後見制度を利用した方がよいのか」「成年後見人候補者を紹介してほしい」「成年後見人選任についての区市町村長の申立について教えてほしい」。

ついては、本会福祉部権利擁護担当より社会資源の紹介の観点から、ご説明いたしますので、参考にしてください。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

一つ目の質問については、利用者が相当額の財産を保有しており、その利用者生存中の財産管理等の必要性から成年後見制度を利用する方が適切と考えられます。成年後見人等には、本人の財産管理や身上監護の義務がありますので、日用品費の支払いも含めて成年後見人等が担うことができます。

しかし、利用者の死亡後については、成年後見人等は遺留金品を含めた財産の整理や各種支払い等に関する手続の義務はありません。成年後見人の任務は利用者死亡時に終了しているためです。よって、利用者死亡後の対応のためだけに成年後見人を選任しておくことは適切ではありません。ただ、成年後見人等がすでに選任されている利用者の死亡時には、成年後見人等が財産管理状況について２か月以内に家庭裁判所に報告する必要と実際の財産等を相続人または相続財産管理人に引き継ぐ必要があるため、そうした手続に成年後見人等が関わる場合はあり得ます。しかし、成年後見人等の利用者死亡後の権限について、きちんと考え方が整理されているわけではありませんので、成年後見人等は家庭裁判所に相談しながら進めて行くことになるでしょう。

身寄りのいない利用者死亡後の遺留金品や財産に関わる手続、各種届出や支払手続等については、正式には、家庭裁判所が選任した相続財産管理人が行うことになります。選任の申立は利害関係人が行います。利用者の成年後見人等や利用者の入所先の代表者等が利害関係人になり得ると考えられますので、利用者が生活していた施設としては、その申立等について成年後見人等と調整する必要があるでしょう（ホームが利害関係人になるかどうかは自由です）。利用者の財産は、相続財産管理人によって相続人や特別縁故者等がいないことを確認した上で最終的には国庫に帰属します。よって、利用者の意向を尊重するには、（利用者がお元気なときから）遺言書作成について情報提供しておくなどの対応も有効と考えられます。

二つ目の質問については、成年後見人の候補者の紹介については、東京都内では主に下記のところで紹介しています。ただし、最終的に成年後見人を決定するのは、家庭裁判所になります。どうしても候補者がみつからない場合は、候補者を決めない形で申立手続を進め、審判時に家庭裁判所に決定してもらう方法もありますが、審判がおりるまでに時間がかかってしまうこと、利用者と成年後見人等との信頼関係を築くためにも後見人候補者をできるだけ決めておく方が望ましいでしょう。

	機関・団体名
	電話番号

	東京弁護士会（高齢者・障害者総合支援センター「オアシス」）
	03-3581-2626

	第一東京弁護士会（成年後見センター「しんらい」）
	03-3595-8575

	第二東京弁護士会（高齢者・障害者財産管理センター「ゆとりーな」）
	03-3580-6688

	（社団）成年後見センター・リーガルサポート東京支部
	03-3353-8191

	（社団）東京社会福祉士会・成年後見センターぱあとなあ東京
	03-5215-7365

	（社団）家庭問題情報センター（FPIC）
	03-3971-3741


三つ目の質問については、成年後見制度を利用する際の申立人として、本人、配偶者、４親等以内の親族等が規定されていますが、身寄りのいない方や、親族の協力が得られない方等の場合は、判断能力が不十分な本人が申立手続を進めることに困難な場合が多く想定されます。よって老人福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉法を根拠として、本人の福祉を図るために特に必要があると認められる場合に補完的に区市町村長が申立することができます。区市町村長が申立する場合には、事前に親族の意向等の調査を区市町村が行っています。

施設入所者等の場合どこの区市町村長が申立をするかという点については、特に法令上の規定はありません。本人の状況をよく知る（関わりのある）区市町村長であればよいことになっています。都内における申立に関する取扱いについては、施設所在地への集中を防ぐため、措置入所者は措置権者、介護保険による契約入所者は保険者、生活保護受給者は生活保護適用実施機関、その他の場合は本人の生活の本拠地、の各区市町村長が申し立てるという整理をしていますが、本人状況をよく知る区市町村長が積極的に申し立てることを妨げるものではありません。

申立先は本人の住民票または生活本拠のある地域を管轄する家庭裁判所になります。

申立の費用については、申立人が負担すると規定されています。ただし、区市町村長申立の場合においては、本人等関係人が負担するよう家庭裁判所が命ずるように、区市町村長が上申書を提出することができます。申立て金額は、個別のケースにより異なりますが、１０，０００円程度の手続費用と５～１０万円前後の鑑定料がかかります。区市町村によっては、成年後見利用支援事業等により、申立て費用等を助成している場合があります。

審判が下りるまでの期間は申立前の親族調査で数か月、申立後の審理等に３～４か月程度かかるので、早くても半年程度はかかると考えられます。

【東社協発行参考図書】

●「成年後見制度とは」　平成15年3月（増補第3刷）

· 「成年後見制度及び福祉サービス利用援助事業の利用の手引き」平成14年5月

· 「特別養護老人ホームにおける身寄りのいない利用者への支援の手引き」
＜注記＞本相談室だよりは、直接的には関係のない児童福祉関係社会福祉法人にも参考にお送りしています。
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